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人道的地雷検知・除去技術と国際貢献への道
　地雷により、世界中で年間約１万人が死傷していると推定されている。紛争終結後、
地雷を除去する人道的地雷除去が注目されているゆえんである。人道的地雷除去活動は、
国連が各国に組織した地雷除去組織を通じて、地元で活動するNGO団体を支援して行
われている。しかし、現在実用的な地雷検知技術とされている金属探知器と地雷犬は、
信頼性は高いものの効率が低く、より効率的な技術の実用化が必要とされている。
　我が国は 1997 年の対人地雷全面禁止条約（オタワ条約）加盟と同時に、対人地雷除去・
犠牲者支援等の分野における支援を表明した。文部科学省、経済産業省、外務省などが
研究開発プロジェクトを実施し、目に見える国際貢献をめざしている。
　現在開発されている地雷検知技術のうち、爆薬を直接検知する技術は実用化段階と
は言えず、最も実用化が近いと考えられているのが地中レーダ（Ground Penetrating 
Radar：GPR）である。我が国でも独立行政法人科学技術振興機構（JST）の研究プロ
ジェクトにおいて、ロボットや無人車両、ロボットアームによる地雷検知技術と並んで、
デュアルセンサ開発が目的の一つとなっている。その一部については、近年地雷被災国
で評価実験も行われ、実用化に近づいている。
　その一環として、例えば東北大学は金属探知器と GPRを組み合わせたデュアルセン
サであるAdvanced Landmine Imaging System（ALIS）を開発した。GPRは金属探知
器と違い、プラスティック地雷を画像化できる。しかしハンドヘルド・デュアルセンサ
の場合、測定時にアンテナ位置を追跡できないため、対象物の画像化ができなかった。
ALIS は CCDカメラを装着し、リアルタイムにセンサ位置を認識することでこの問題
を解決し、作業員は地雷位置を画像から判断できるようになった。
　世界的には、地雷検知を目的とした地中レーダ開発プロジェクトは終了しつつあり、
一部の成果は現地評価試験などを経て実用化が始まろうとしている。この分野で我が国
が一層積極的に貢献するためには、ODA等により被埋設国へ供与する道筋をつけるこ
とに加え、国際評価基準策定等にも積極的に関わることが重要である。
　また、地雷検知技術開発で培われたセンサ技術に関しては、限定された分野に留まら
ず環境計測、ライフラインの保全管理、土壌汚染など、積極的な応用分野の開拓を進め
ていくべきである。
科学技術動向
概　要
科 学 技 術 動 向　2005年 10月号
22 Science & Technology Trends   October  2005 23
人道的地雷検知・除去技術と国際貢献への道
1   はじめに蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
科学技術動向研究
人道的地雷検知・除去技術と
国際貢献への道
佐藤　源之
客員研究官
　地雷によるむごたらしい被害
と、それに対する地雷除去活動に
ついては多くの人々が関心を寄せ
ている。懸命な活動の結果、地雷
による被災者は世界的に減少する
傾向にあるが、それでも年間１万
人程度が世界中で死傷していると
推定されている。地雷による被害
を減らすための努力は政府関係機
関だけでなく市民活動が盛んなこ
とも特徴である。我が国は 1999
年対人地雷全面禁止条約（オタワ
条約）発効後、国内の地雷生産を
停止、保持地雷を廃棄し、アフガ
ニスタン、カンボジア等の地雷被
災国に対する対人地雷検知・除去
に関する協力を積極的に推進して
きた。また文部科学省、経済産業
省は科学技術による人道的地雷検
知・除去をめざした研究開発プロ
ジェクトを実施し１）、目に見える
国際貢献をめざしている。更に近
年その一部については地雷被災国
で評価実験が行われ、実用化に近
づいている。本稿では人道的地雷
検知・除去に関する世界と我が国
の研究動向、ならびに我が国にお
ける対人地雷検知技術開発の具体
例を紹介する。
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　地雷は軍隊の進攻を防ぐ武器と
して第一次世界大戦以前から既に
使用されており、第二次世界大戦
の戦車での戦闘が激しかったエジ
プトの砂漠には今なお、2,300 万
個を越える 50年以上昔の地雷が
砂に埋もれている。第二次世界
対戦以降の各種戦争や紛争でも
多くが使用され、地雷は全世界で
１億１千万個以上がいまだ埋設さ
れていると推定されている。アフ
ガニスタン、カンボジア、旧ユー
ゴスラビア、アフリカ諸国など内
戦の激しかった国々では、地雷原
が住民の生活地域内に作られたた
め紛争終結後も住民に大きな問題
を残し、国家復興の障害ともなっ
ている。
　1980年代以降、世界各国は地雷
問題に積極的に取り組み、1997年
に署名された対人地雷全面禁止条
約（オタワ条約）は、その後我が
国を含む多くの国々が参加し（参
加国：153 カ国（批准済み：145
カ国）、未参加：41カ国：2005 年
７月）２）、1999年３月に発効した。
また、多くの国や国際機関が地雷
被災国における地雷除去を積極的
に支援してきている。
　我が国ではオタワ条約の国内の
実施措置として、1999年３月の同
条約発効と共に、対人地雷の製造
の禁止及び所持の規制等に関する
法律を施行している。一方でアメ
リカ、ロシア、中国などはオタワ
条約に非加盟であり、防衛武器と
しての地雷を放棄していない。非
加盟国の中には防衛兵器としての
地雷を放棄できない、あるいは条
約に記されている自国での発効後
10年以内の対人地雷破棄が実行不
能であるなどの事情もある。しか
しアメリカ等では時間が経過する
と爆発しなくなる装置を組込んだ
り、埋設位置を無線で知らせるイ
ンテリジェント地雷を開発してお
り、こうしたタイプの地雷であれ
ば紛争終了後、問題を生じること
はないという主張をしている。な
おオタワ条約では地雷探知・除去・
廃棄技術の開発・訓練のための地
雷保有は認められている。
　地雷は、軍隊の移動を妨害す
るための武器である。埋設され
た地雷は人や車両がその上を通過
したときの圧力で起爆する。車
両の破壊を目的とした対戦車地雷
は、50cm程度の深さに埋められ、
50kg 程度の加重が加わらないと
起爆しないのに対し、歩行する
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兵隊の殺傷を目的とする対人地雷
は、地表から 10cmより浅く埋め
られ、わずかな圧力によって起爆
する。対戦車地雷は直径 50cm程
度あるのに対し、対人地雷は直径
10cm以内と小型である。図表１
は対人地雷の１つであり、アフガ
ニスタンでよく見られる旧ソビエ
ト製PMN‐２である。対人地雷
除去作業による爆破処理後の形状
を示している。
　戦場で軍隊が地雷原を通り抜
けるために行うのが軍事的地雷除
去（Military Demining）である。
戦車などの車両が破損しなけれ
ばいいので、地雷除去は地雷原中
の必要な場所にしか行われず、大
半の地雷はその場に残される。ま
た戦争や紛争が終結した後に、地
雷が埋設した軍によって除去さ
れる例はほとんどない。これに対
して紛争終結後地雷原に住民が帰
り、再び住宅地や農耕地などとし
て利用できる状態に戻すため地雷
原から完全に地雷を除去するのが
人道的地雷除去（Humanitarian 
Demining）である。軍事的に対
する人道的対人地雷除去の目的は
明確に異なり、その方法にも違い
がある。
　クロアチアなど紛争終結後の地
雷除去が効率的に行われた国では
地雷で直接殺傷される住民の数は
激減した。しかし地雷が完全に除
去されていない、あるいは地雷除
去活動によって金属片や爆薬で汚
染され農耕に適さなくなるなど、
土地利用が制限されることによ
る経済活動への損失がより重要に
なってきている。人道的地雷除去
活動の多くは国連が各国に組織し
た地雷除去組織が地元で活動する
NGO団体を統括し、先進諸国か
ら支援を受けたODA資金を分配
すると共に各NGOの地雷除去地
域の割当てや技術支援などを行っ
ている。現在人道的地雷除去は、
地雷を除去するために投入される
経費と、それによってもたらされ
る経済的効果のバランスを考慮し
つつ地雷除去作業の場所の優先順
位を決定するなど計画性を持って
行われている。また国連には対人
地雷除去活動を行うための機関と
し て United Nations Mine Action 
Service（UNMAS）が活動してい
る３）。
図表１　爆破処理後の旧ソビエト製
 対人地雷 PMN‐２
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　埋設地雷を除去するための地雷
検知技術として、地雷被災国では
現在、金属探知器と地雷犬が実用
的に利用されている。
　金属探知器は10kHz程度の電磁
誘導現象を利用し金属内に誘導す
る渦電流による２次磁界から金属
を検知する装置である。空港の安
全検査用のゲートや、食品への金
属混入を防ぐ装置などとしても利
用されている。金属探知器は長年
地雷検知に利用されてきたので、
近代的な対人地雷は金属を極力使
用しないプラスティック地雷にな
っている。しかし容器をプラステ
ィックで作製しても、TNT爆薬
を起爆させるための雷管部分に針
やスプリングなど少量の金属が使
われている。現在地雷検知に利用
される金属探知器は深さ 10cm程
度までに埋設されたプラスティッ
ク地雷に含まれる 10mg程度の金
属部品までほぼ 100％検知する能
力を有している。
　図表２はアフガニスタンBibi 
Mahro Hill における地雷除去現場
である。金属探知器で１m四方程
度の範囲を走査し、検知音がある
と操作員は地面を針金のような探
針で土中を探索する（プロッディ
ング）。万一地雷であっても探針
が横から当たれば爆発する危険性
は低いが、非常な危険を伴う過酷
な労働である。作業員は極度に神
経を使うから２人ペアで 30分ご
とに１人が休みを取りながら１日
５時間程度の作業が限界であり、
１日あたり 50平米程度しか検知
できない。それにも拘わらず手
動（ハンドヘルド）金属探知器に
よる探査とプロッディングは斜面
のような場所にも適応性が高く、
最も普及した対人地雷の検知・除
去作業方法である。しかし地雷原
では砲弾、薬莢や爆破した爆弾な
どの金属片が散乱しており、金属
探知機に対して地雷よりはるかに
強い反応を示す。このため地雷検
知の難しさは、数多く検知される
金属反応から本当の地雷を識別す
る技術にある。図表２に示すBibi 
Mahro Hill では 2002 年 10 月より
地雷除去作業が行われているが、
これまで総計 277個の地雷が検知
図表２　アフガニスタン・Bibi Mahro
 Hill における手動による地雷
 除去作業
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されたのに対し、2,135個の不発弾、
218,320個の金属片が除去されたと
報告されている（2004年 12月）。
金属探知器と並ぶ実用的な地雷検
知方法が地雷犬である。地雷に使
われるTNT火薬はガスとして一
部が揮発し、土壌を通り抜けて地
表面に達する。犬は微量のTNT
成分を嗅覚で識別可能であり、非
常に信頼性の高い地雷検知方法と
して利用されている。
　アフガニスタンなどでは大規模
な地雷犬養成施設がNGOによっ
て運営され、100 匹以上の地雷犬
が常時活動している。しかし地雷
犬は養育や維持に時間と経費がか
かり、また犬が疲労するため作業
時間に対する制約が厳しく地雷検
知作業の効率は高くない。
　これに加え新しい原理による
地雷検知技術が現在開発されて
いる。このうち、我が国を含め
最も実用化が近いと考えられて
いるのが地中レーダ（Ground 
Penetrating Radar：GPR）である。
　GPRは１GHz 程度の電波が金
属・非金属を問わず周囲と電気的
に異なる物体から反射されること
を利用し、地中に埋設されてい
る物体を検知する技術である。地
表に置かれたアンテナから地中に
１ns以下の短いパルス状の電波を
放射し、地中物体から反射された
電波を地表の受信アンテナで捉え
る。送受信アンテナを移動しなが
ら反射波を受けることで地中断面
構造を可視化できる。
　GPRは道路下の埋設管検知や遺
跡探査などに利用されているが、
プラスティック地雷に対しても有
効なことから地雷検知技術として
有望視されている。対人地雷は形
状が小さく、材質のプラスティッ
クやTNT火薬は土壌と類似した
電気特性をもつためにガス管など
に比べてレーダ反射が弱い。また、
地雷が浅い位置に埋められている
ため地表面の反射波と紛れてしま
う上、不均質な土壌から起こるラ
ンダムな散乱（クラッタ）が地雷
の反射を覆ってしまう。更に、土
質や水分量が場所によって違うた
め土壌条件は一定ではない。こう
した点から従来のGPR装置は対
人地雷検知にはそのままでは利用
できず、新たな開発が必要となっ
ている。GPRは近年一部実用的な
利用が開始された。
　地表や非常に浅く埋められた
地雷は地表面の温度が上下する
とき物質の比熱の違いから周囲
の土壌との温度差を生じる。赤外
線カメラにより、温度差を画像化
することにより地雷検知が可能で
あり、赤外線による地雷検知技術
は既に軍事的には実用化研究が進
んでいる。
　金属探知器、GPR、赤外線カメ
ラは地雷の形状を見ながら地雷
検知を行う方法である。これに
対して地雷に含まれる爆薬を地雷
犬と同様に直接識別できれば検知
の信頼性は向上し誤認率を下げら
れる。このため、地雷犬の嗅覚を
人工的に実現する匂いセンサ、ま
た中性子を照射したとき地雷中
の爆薬に含まれる窒素と中性子捕
獲反応を起こし放出される高エネ
ルギーガンマ線を測定する地雷検
知法が検討されている。また爆薬
に含まれる窒素の原子核がもつ核
四極モーメントは電場勾配が存在
する状態で特定周波数の電磁波を
照射すると核四極共鳴（Nuclear 
Quadropole Resonance：NQR）と
呼ばれる吸収を示し、共鳴周波数
の電波が物質から発信される。物
質に固有な共鳴波を測定すれば地
雷を検知できる。ここに挙げた爆
薬を直接検知する手法は現状では
いずれも装置の大きさや感度の点
で実用化までには未だ時間と費用
を要する。
　検知された地雷は地雷の移動に
よる２次災害を防ぐために埋設位
置で爆破処理して除去する。しか
し不用意に爆破処理すると地雷に
含まれる金属片が周囲に飛散し、
金属探知器による地雷除去活動の
妨げになる恐れがあるほか、土壌
を汚染し耕作にも障害が出る。そ
のため土嚢を地雷周囲に積んで周
囲への影響が出ないように爆破処
理を行う。金属探知器による地雷
検知と現地爆破による除去処理は
国連機関の技術指導などにより手
順が厳密に定められ、現場作業の
危険性は小さくなっている。
　こうした手動（マニュアル）に
よる地雷除去に対し、ブルドーザ
やクレーン車などの建築車両に強
固な回転装置を装備し、地雷原の
上を走行しながら地雷を強制的に
爆破処理する方法もある。
　これは地雷の機械的除去と呼ば
れ、人道的地雷除去でも使用され
ている方法である。機械的除去は
飛行場などでは効率よく広い面積
の地雷除去を行え、また操作者が
直接地雷に接近しないため安全な
方法である。機械的除去に使用さ
れる除去機は既に実用化されて
おり、ODA等を通じた除去機の
図表３　地雷検知手法
検知手法 検知対象 実用化までの期間
金属探知器　MD 地雷形状 実用済
地中レーダ　GPR 地雷形状 短
赤外線 地雷形状 実用済
デュアルセンサ（MD＋GPR） 地雷形状 短
地雷犬 爆薬 実用済
においセンサ 爆薬 長
核四極共鳴　NQR 爆薬 長
中性子 爆薬 長
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援助は我が国からも開始されてい
る。しかし爆破処理後、地雷の爆
破破片が地中に残ること、また対
人地雷は吹き飛ばされても爆破し
ないことがあるため 100％の処理
は難しく、機械的除去を行った後
に再度地雷検知作業を行う必要が
あるなどの問題が残る。
　地雷を検知した後の除去作業を
無人ロボットで行う方法も検討さ
れているが、地雷検知に比べ除去
作業は件数も少なくNGOからの
要求は強くない。
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　地雷検知・除去技術は軍事研究
としても開発されているが、ここ
では我が国の一般研究者が直接関
与しうる人道的地雷除去に関する
動向を解説する。
　先に述べたように機械的除去方
法は各国で既に実用の域に達して
おり、クロアチアをはじめとする
国では商業的な地雷除去機が販売
されている。
　1990 年代にはEU、アメリカで
地雷検知に地中レーダを利用する
大型国家プロジェクトが行われ
た。しかし研究開始がやや遅か
った日本を除き各国で地雷検知
研究プロジェクトは 2002 年頃ま
でいずれも終了したが、少数の例
を除き開発成果は実用化の前段階
にある。
　アメリカでは陸軍が支援して大
学がコンソーシアムを結成し技術
ごとの重複を避けながら研究を
行った。地面に向け発した大音
響によって振動させた地雷を地
中レーダやレーザ歪み計で検知す
るユニークな手法も開発された。
研究成果は軍による軍施設内で
の評価と技術開発へのフィードバ
ックが行われたところに特徴があ
る。また軍が開発した装置を使用
して取得したデータを大学研究者
が処理方法を研究する例も見られ
る。しかし大学の研究者には詳細
な実験条件などが示されず、評価
はあくまでも軍が行うという状況
も生じた。
　一方、ヨーロッパではEUが支
援する大学と国立研究所、民間企
業が連合したグループが研究活動
を行った。特にEUの研究資金は
複数の国にまたがる研究グループ
の結成を必須とするため、センサ
ごとに別個の開発を行い、システ
ムとして統合するような形態がみ
られた。数カ国にまたがる共同研
究は大学間交流を推進し、学生・
研究者の交流を促進する意味で意
義が高い。
　以上に述べた欧米での研究開発
も３節で述べたGPR、赤外線、中
性子、NQRなどのセンサ開発と、
これらを組みあわせた複合セン
サが主体である。いくつかのシス
テムは比較的大型の車両に２つ以
上のセンサを備えて同時に計測・
検知を行うものである。一方で、
GPRと金属探知器を組みあわせて
作業員が手動でセンサを走査する
ハンドヘルド型“デュアルセンサ”
が研究の成果としてアメリカ陸軍
では最近実用的な使用が開始され
た４～６）。
　研究開発された地雷検知装置
を地雷被災国の地雷除去活動に利
用していくためにはODA資金な
どによる機器調達が行われる。数
百台を単位として行われる機器選
定は慎重に行う必要があるが、地
雷被災国の地雷除去組織には、機
器選定を行うための十分な技術的
知識が蓄積されていない場合が多
い。地雷検知器は現地の土壌条件、
気候条件に加え、地雷除去組織の
操作員の熟練度など様々な要因に
よって性能が十分発揮できない恐
れがある。従って技術的な助言と
サポートが可能な国際的技術評価
機関が必要とされた。
　こうした例として International 
Test and Evaluation Program for 
Humanitarian Demining（ITEP）７）
はベルギー、カナダ、オランダ、
スウェーデン、イギリス、アメ
リカ、ドイツと EC が 2000 年に
結成した機関であり、人道的
地雷除去技術の収集、評価、普
及などをめざしている。また
The Geneva International Centre 
for Humanitarian Demining 
supports Humanitarian Mine Action
（GICHD）８）は 18 カ国が結成した
独立機関であり、人道的地雷除去
活動の作業支援、研究、技術導入
補助などを行っている。
　人道的地雷除去に現在広く利用
されている金属探知器はこれらの
機関が中心となり、各種商用金属
探知器の性能評価、土壌に適合し
た金属探知器の選定基準が作成さ
れた。また国連が主体となり金属
探知器による地雷検知手法のプロ
トコルが標準化された。最近の新
しい研究開発成果を受けて、ハン
ドヘルド型“デュアルセンサ”に
ついても同様の技術評価基準を策
定し、地雷除去活動への導入を効
率的、効果的に行うことが計画さ
れている。
　我が国では、独立行政法人科学
技術振興機構（JST）の研究プロ
ジェクトにおいてデュアルセンサ
開発が重要な目的の一つとなって
いる。開発は既に国際的な技術水
準に到達しており、今後、国際評
価基準策定にも積極的に関わる段
階に来ている。
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　人道的な対人地雷除去活動が、
我が国の標榜する武器輸出３原
則を遵守するかどうかの判断は、
1997 年の官房長談話に依拠する。
これによると、地雷検知など人道
的な対人地雷除去活動に対する支
援に関する貨物等に武器等に当た
るものが含まれているとしても、
それは武器輸出３原則を破るもの
ではないとする確認が行われた。
我が国で、大学等が参画して実施
している人道的地雷除去技術開発
は、この原則に従ったものとなっ
ている。
　我が国は 1997 年のオタワ条約
加盟と同時に対人地雷除去・犠牲
者支援等の分野における支援を対
外的に表明した。既にカンボジア
を始め被埋設国の対人地雷除去に
ついて国際機関、被埋設国政府、
NGO等を通じ積極的に支援し、
一方国内においては関連技術の研
究・開発に取り組む企業、NGO、
研究者が増加してきた。
　この分野において我が国が一
層積極的に貢献するためには、除
去技術についての研究・開発、製
品化し、ODAによる被埋設国へ
の供与する道筋をつける必要があ
る。このため、政府は、2000年７
月より対人地雷の除去関連技術の
研究・開発の支援策について、関
係省庁連絡会議で議論を行ってき
た。外務省、文部省（現文部科学
省）、通商産業省（現経済産業省）、
防衛庁、科学技術庁（現文部科学
省）は、2000年 12月に報告書「対
人地雷除去のための新たな取組」
を公表した。その中では、対人
地雷の除去を含め新しい技術の研
究・開発支援を実施することが表
明されている。
　また、文部科学省では対人地雷
の探知・除去技術に関する研究開
発に関する研究会の報告書「対人
地雷の探知・除去技術に関する研
究開発の進め方について」（2002
年５月）に基づき JSTが大学、独
立行政法人研究機関、民間企業等
からの研究提案を受け、2002 年
10 月より戦略的創造研究推進事
業の一環として人道的対人地雷探
知・除去技術研究開発推進事業の
研究開発を実施してきた１）。この
プロジェクトの目標は新しいセン
サ技術とロボット技術を組みあわ
せたセンシング技術、アクセス・
制御技術の新開発にある。これは、
その後、2004年度より「人道的対
人地雷探知・除去技術研究開発推
進事業」として独立した。採択課
題を図表４にまとめる。
　具体的な中身としては、短期的
には、2005年度を目途とした研究
開発として、地雷と土壌の物性値
の相対的な違いに着目し、対人地
雷を安全、かつ効率的に探知可能
なセンシング技術や、地雷原に安
全かつ効率的にセンサ、マニピュ
レータ等を持ち込むための遠隔操
作可能なアクセス機材や、それに
装着するマニピュレータおよびそ
の制御技術の開発がある（６件）。
　また、中期的には、2007年度を
目途とした研究開発として、地雷
に含まれる爆薬自体の性質にも着
目し、対人地雷をより一層安全か
つ効率的に探知可能な技術を開発
中である（３件）（2005年４月現在）。
2005年３月に短期的研究開発課題
について、研究成果の公開が行わ
れ、アフガニスタン、クロアチア
を始め、地雷除去活動に従事する
国際機関の代表者なども多く参加
している。
　一方、経済産業省では新エネ
ルギー・産業技術総合開発機構
（NEDO）を通じて 2002、2003 年
度課題設定型の助成事業（地中等
埋設物探知・除去技術開発助成事
業）としてアフガニスタンを対象
地域として想定し地雷埋設地域へ
の経済復興及び人道支援の観点か
ら地雷探知・除去技術開発の研究
助成を行った。本助成では携帯型
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図表４　JST研究開発課題
小型地雷探知車両の開発（短期）
地雷検知用ウエアラブル・SAR‐GPRの開発 佐藤　源之（東北大学）
反射波と透過波の複合受信による地雷探査レーダの開発 荒井　郁男（電気通信大学）
地雷探知ロボットと無人処理車による地雷除去支援
（図表９：Mine Hunter Vehicle）
野波　健蔵（千葉大学）
大型地雷探知車両の開発（短期）
環境適応型高性能対人地雷探知システムの研究開発 福田　敏男（名古屋大学）
地雷の探知ユニットのアクセス用機械の研究開発 池上　友博（㈱タダノ）
その他の開発（遠隔操作アーム搭載バギー車両、マインハンド）
バギー車両・遠隔操作アームなどによる地雷探査除去支援シ
ステムの開発（図表７：Gryphon）
広瀬　茂男（東京工業大学）
中期的研究開発課題
超小型放電型中性子源による地雷探知技術の開発 吉川　　潔（京都大学）
地雷探査用高度化即発ガンマ線分析システムの開発 井口　哲夫（名古屋大学）
SQUID‐NQR地雷化学物質探知技術開発 糸崎　秀夫（大阪大学）
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対人地雷探知器の開発、車両型地
雷等探知機の開発、対人地雷除去
機の開発の３課題について６件の
研究開発が行われた。
　外務省９）では文部科学省や経
済産業省の支援により開発された
技術を含め新しい人道的地雷検
知・除去技術を募りアフガニスタ
ン国・地雷除去活動支援機材開発
研究の支援を行った。本事業は日
本国際協力システム（JICS）がア
フガニスタン移行政権の災害対策
地雷除去局の実施代理機関として
実施し、公募で決定した７団体・
９機材について 2004 年７月から
2005年２月までの間、アフガニス
タン現地評価実験が行われた。こ
れにはNEDO助成事業で開発さ
れた機械的除去機も含まれ、実用
性が実証されている。今後アフガ
ニスタン、カンボジアなどの地雷
被災国への導入が開始される見込
みである。
6   JSTプロジェクトにおける研究開発と実用化蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　本節では我が国の対人地雷除去
への技術貢献の一例としてJSTプ
ロジェクトの一課題として東北大
学で開発されている地雷検知技術
を紹介する 10～ 13）。
　先に述べたように金属探知器
だけを利用した地雷検知は信頼
性は高いものの作業効率が著しく
低いことに問題がある。そこで東
北大学では金属探知器とGPRを
組み合わせたデュアルセンサであ
る Advanced Landmine Imaging 
System（ALIS）を開発した。
　ALIS は小型のセンサシステム
であり、ハンドヘルド型地雷検知
器として利用する。地雷除去作業
員は金属探知器を手動で地表面す
れすれに動かし、金属探知器の応
答を音で聴きながら、地中の金属
片の位置を検知する。GPRは金
属探知器と違いプラスティック製
の対人地雷のケースの形状を画像
化できるので、金属探知器に比べ
て誤認率を格段に下げられる可能
性を持っている。GPRと金属探知
器を組み合わせたデュアルセンサ
はハンドヘルド型の新手法として
世界で幾つかのシステムが開発さ
れている。しかしALIS以外のハ
ンドヘルド・デュアルセンサは測
定時にアンテナ位置を追跡できな
いため、GPRの最大の特徴である
対象物の画像化ができなかった。
ALISはこの問題を解決するため、
センサハンドルにCCDカメラを
装着し、リアルタイムでセンサの
位置を認識できるようにした。こ
れによって金属探知器とGPRの
信号を画像化することができ、作
業員は地雷位置を画像から判断で
きるようになった。
　図表５はALISを操作している
様子である。作業員はGPR装置
とPCを背中のリュクサックに収
納している。操作員がセンサを手
動で動かすとセンサ位置はリアル
タイムで眼鏡に装着したヘッドマ
ウントディスプレイの画像に表示
される。操作員は金属の存在位置
を知ると同時にセンサで計測して
いない空白域ができることを防ぐ
ことが可能となり、事故防止にも
つながる。
　ALIS を操作する方法は従来の
金属探知器と基本的に変わること
がないことにも特徴がある。操作
員は地雷が既に除去された安全区
域に立ち、前方１ｍ四方の範囲を
走査してデータを取得する。２～
３分で走査が終了してから信号処
理を行いGPRの画像を構成する。
　図表６はALISによって画像化
された金属探知器とGPRの信号
である。埋設地雷が明瞭に現れて
いる。金属探知器は差動式のセン
サで、金属の左右に対称に応答が
現れ、その中心の信号が零になる
位置に金属が存在する。またGPR
では地雷の丸い形状を直接確認で
きる。なおALISの金属探知器セ
ンサとGPR用アンテナは位置を
ずらして配置してあるため図表６
では両者の位置が前後に約 20cm
離れている。
　画像から３次元の地中構造を判
断できるので、地雷が存在すれば
その位置が確認できる。作業員は
基本的に従来と同じ走査をしなが
ら、信号を音声に加えて画像上で
確認できるので作業の信頼性を高
めることができる。従って操作員
は従来の検知作業に替わる新しい
方法ではなく、従来と同じ作業を
図表５　アフガニスタンBibi Mahro Hill における
 ALIS 評価実験
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行いながら新たな情報を得られる
ので作業に対する信頼性を維持し
ながら効率を向上できる。
　我が国における研究開発の大き
な目標はセンシング技術に加え、
ロボットや無人車両によるアクセ
ス・制御技術を利用した地雷検知
技術である。このため JSTプロジ
ェクトでは地雷検知センサを搭載
する車両並びにセンサを走査する
ためのロボットアームが開発され
てきた。ALIS を無人車両のロボ
ットアームに装着することで作業
の効率化も図れる。図表７は JST
プロジェクトで開発されたバギー
車 GRYPHON に ALIS を搭載し
た例である。
　またより大型のロボットアーム
には、より大型で高性能なセンサ
が利用できる。ALIS は GPR に
よる地雷検知で問題となるクラッ
タの抑圧に広帯域GPRとマイグ
レーションを使用したが、ロボッ
トアームに搭載することを目標と
した更に高度なシステムがSAR‐
GPRである。
　SAR‐GPR はクラッタ除去の
ためにアレイ・アンテナを利用
するが広帯域での効率的な動作
を実現するため新たに開発したビ
バルディアンテナは 10MHz～４
GHzの帯域を有する上、平面形状
であるため製作が容易でありアレ
イ配置に適している。クラッタは
アンテナに対してランダム信号な
のに対し、人工物である地雷から
の反射は空間的相関性が強いとい
う特徴がある。そこで送受信アン
テナの位置を変えながら地雷から
の相関性のある反射信号を重畳す
るCMPスタックとマイグレーシ
ョンを併用した信号処理アルゴリ
ズムを開発した。図表８にSAR‐
GPRによって３次元画像化した埋
設地雷を示す。ここに図表８秬は
SAR‐GPRで取得したレーダの
原波形、図表８秡は開発した信号
処理を行った後の画像である。図
表８秡では地表面と埋設地雷が明
瞭に分離して現れているが、図表
８秬では両者は混然として識別で
きない。
　SAR‐GPRのレーダ装置本体に
は、高周波計測器の一種であるベ
図表６　典型的なALIS による地雷検知画面。
 CDS サイト、アフガニスタン。ターゲットはPMN-2 不活性化地雷
図表７　小型バギー車Gryphon（東京工業大学）に搭載した
 ALIS（東北大学）
図表８　SAR‐GPR（東北大学）による埋設地雷の３次元再構成GPRイメージ
秬原波形 秡SARおよびCPM処理を行ったGPR画像
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クトルネットワークアナライザを
利用している。市販の汎用ベクト
ルネットワークアナライザは重量
が 30kg 以上あり、屋外では使用
できない精密電子機器であるが、
今回重量 1.5kg のボード型ベクト
ルネットワークアナライザを新た
に開発した。このベクトルネット
ワークアナライザは計測器として
も広帯域の高周波計測に適してお
り、地雷検知用GPRだけではな
く、今後、通信機器、IT機器の開発、
研究、メンテナンスにも応用が期
待できる。完成した SAR‐GPR
を JSTプロジェクトで開発した小
型車両Mine Hunter に搭載した状
態が図表９である。SAR‐GPRは
アームの先端のケースに収められ
ており、アンテナ部を含めて重量
17kgである。これに送受信アンテ
ナ６基、ベクトルネットワークア
ナライザ３基が搭載されている。
　開発した SAR‐GPRは地雷被
災国における現地実験に先立ち
JSTが香川県坂出市において 2005
年２～３月に実施した国内評価実
験において計測実験を行った。本
実験では埋設された模擬地雷の形
状と位置が知らされているキャリ
ブレーションレーンで装置のテス
トを行った後、埋設位置が知らさ
れていないブラインドレーンで評
価を行った。
　図表 10にブラインドレーンで
取得したデータと地雷位置の判定
結果例を示す。ここには、秬金属
探知器と秡３つの深度のGPR水
平画像が示されている。また検知
判定結果を秣に示した。この結果
より浅く埋設された地雷は金属探
知器で検知できるが 20cm程度に
埋設された地雷は検知できていな
いと思われる。しかし、20cm程
度に埋設された地雷の場合におい
てもGPRは地雷検知に成功して
おりデュアルセンサの有効性が実
証できている。本ブラインドレ
ーンでは 15cm程度に近接して埋
設された地雷を１つと判断した以
外、すべての地雷の検知に成功し
た。また誤認率も低かった。
図表９　小型車両Mine Hunter Vehicle（千葉大学）に
 搭載した SAR‐GPR（東北大学）
図表 10　SAR‐GPR（東北大学）の検知結果（JST坂出国内試験）
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　開発技術をいかに実際の現場で
利用するかは地雷検知において非
常に重要な課題である。ODAな
どで支援される機器が押しつけで
なく本当に現地活動に役に立ち、
また現地作業員に受け入れられる
ためには、現地での評価実験が不
可欠である。
　本節では現地評価実験の事例と
して東北大学がアフガニスタンの
首都カブール市で 2004 年 12月に
実施したALIS評価実験を紹介す
る。本評価実験はODAの一環と
して JICS によるアフガニスタン
国・地雷除去活動支援機材開発研
究として実施したものであり、地
雷検知器としてはALIS以外に車
両搭載型のセンサ１種類が評価を
受けている。
　カブールでは２カ所で実験が行
なわれた。１つめは JICS が設け
たテストサイトであり、地雷・不
発弾を爆破処理するための施設
（CDS：Central Demolition Site）
内に設置され、検知実験の一部
は雷管を取り除き爆発しないよう
にした不活性化実地雷が埋設され
た。実地雷を埋設したサイトは24
時間の警備体制が敷かれた。２つ
目は実際に地雷除去活動が行われ
ている現場（Bibi Mahro Hill）で
ある。
　CDSサイトではアフガニスタン
において多く残存する対人地雷で
あるType72 と PMN‐２等を異
なる土壌条件、深度に埋設し、検
知器の性能を評価するキャリブレ
ーションテストが初めに行なわれ
た。CDSサイトの土壌は比較的均
質であったが、それでも土壌中の
不均質性に起因する多くのクラッ
タが観測された。この実験では金
属探知器による地雷検知は 15cm
程度が限界なのに対し、GPRは
20cm程度まで検知できる場合の
あることが分かった。また金属片
は金属探知器に対して反応がある
が、GPRではイメージが明確に現
れないことから、両者の識別が可
能なことが明らかになった。図表
６は深度 10cmに埋設した不活性
化実地雷 PMN‐２である。金属
探知器と GPRの両方に明瞭なイ
メージが現れている。次に埋設
物の種類や位置を知らされずに
実際の地雷検知作業に近い条件
でブラインドテストが行なわれ
た。金属片と地雷に対するALIS
の応答は明らかに異なるので両者
の識別は十分実用的に行えること
がわかった。なおCDSサイトで
は地雷検知実験と並行して JICS
による機械除去手法も評価実験が
行われた。
　次により実際の条件に近い場所
での評価を行うためNGOが地雷
除去作業を進めているBibi Mahro 
Hill で実験が行なわれた。Bibi 
Mahro Hill はカブール市街地とカ
ブール空港を見下ろす近い小高い
丘であり、1980年代に旧ソ連軍が
ミサイル基地を設営していた。こ
の場所の土壌は不均質性が極めて
強い。地表面は植生に覆われ、土
壌には砂利、木片、金属片が多数
含まれている。また現場は図表２、
５のような斜面である。地雷は基
地への侵入者を防ぐために列状に
埋設されたが、20年が経過し、ほ
7   地雷被害国における評価実験 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
図表 11　Bibi Mahro Hill におけるALIS 出力画面
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とんどの地雷は雨などにより土砂
と共に移動し、地雷が地表面の雑
草の中に露出しているのが確認で
きるなど、全くランダムに分布し
ている。地雷除去が終わった区域
と未処理の区域は白と赤に塗られ
た玉石によって区切られており、
地雷除去作業員は安全な場所を識
別できる。本試験中、地元の子供
が犬を追いかけて地雷除去作業区
域に入ってくるのが目撃された。
何事もなく子供は区域外に出て行
ったが、住宅地域に隣接した地雷
原の危険性を改めて強く感じさせ
る光景である。
　危険を避けるため、地雷が埋め
られていない事が確認されている
区画にPMN‐２の形状のプラス
ティック容器にTNT火薬を充填
した模擬地雷と金属片を埋設し、
ALIS の評価実験が行われた。図
表 11秬は金属探知器のイメージ
である。図表 11秬では幾つかの
金属探知器の応答が見えるが、図
表 11秡に示すGPR画像には一つ
しか応答が現れていない。これよ
り、この場所には一つの地雷と幾
つかの金属片を識別できる。
　地雷検知センサは実際の地雷を
ターゲットとし、実際に検知が
行われる土壌で実験を行わなけ
れば本来の評価ができない。国
内で現地の土壌を忠実に再現す
ることは土壌成分だけでなく湿
度や温度また作業環境まで含め
なければならず非常に難しい。ま
た実験用模擬地雷にも多くの問
題がある。地雷の形状や内部構造
は公開されているが、実際に内部
構造まで忠実に再現することは難
しい。こうした問題は欧米各国で
も共通しており、現実の地雷を使
用した評価法に勝るものはない。
国際協力無しには実現できない評
価実験である。
　ALIS はアフガニスタンの評価
実験に続き、ITEPによる評価を
受けるために、イタリア、スエ
ーデンでもデモンストレーション
実験が行なわれた。また、クロア
チア、エジプトなどの地雷被災国
での実証実験が既に試みられてい
る。これらの実験では国連機関な
どの技術スタッフ、現地地雷除去
作業員などにALISの操作を説明
し、実際の地雷除去現場で使用す
るために必要な改良点などについ
て、多くのアドバイスを受けた。
こうした実証実験は、より優れた
システム開発への強いフィードバ
ックとして非常に重要である。
　このように、JSTプロジェクト
は、これまでの研究成果を検証す
るために地雷被災国において2005
年度中に評価試験を実施・計画中
である。
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　地雷検知技術は地雷除去作業の
進行と共に、数年後には必要とさ
れなくなることが望ましい技術で
ある。しかし、そこに至るまでに
は信頼性と効率の向上、操作性向
上と安価な装置提供などが強く求
められる。地雷検知装置はODA
などを通じた限定された利用が主
体であるから一般企業による事業
化には多くの問題がある。そこで
非営利である大学や公的研究機関
に短期間で国際的な貢献ができる
装置の開発が要望されきた。
　世界の趨勢は、大学や公的研究
機関による地雷検知を目的とした
地中レーダ開発プロジェクトは終
了しつつあり、一部の成果は現地
評価試験などを経て実用化の段階
に移りつつある。
　また、培われた研究成果は地雷
検知への応用のみならず、新しい
センサ技術として積極的な応用を
検討する次期にあるといえる。そ
こで、我が国と欧米各国で地雷検
知研究を行ってきた先端研究グル
ープによる研究ネットワークの構
築が計画されている。こうした継
続的な研究により地雷検知技術は
環境計測などより大きな規模での
国際貢献技術に発展する可能性を
秘めている。
　さらに、地雷検知技術は浅層地
下計測技術の中でも非常に厳しい
環境条件下での利用が求められる
ため、技術的開発目標は高く設定
されている。そこで、都市部での
ガス・水道管、通信・電力ケーブ
ルなどライフラインの保全管理、
土壌汚染など環境問題、防災、安
全対策など地下計測技術が社会の
安全に応用することが検討されて
いる。地雷検知で培われた高度な
技術は、こうした応用分野の安全
性の向上に資する機会は多いと考
えられる。
　本稿では、人道的地雷検知技術
という、限定された目的に対して
行われた公的な研究開発を取り上
げた。本来の目的達成に加え、技
術開発による蓄積がより汎用性の
高い分野や他の応用分野へ波及し
ていくことが強く望まれている。
この分野の研究が、研究開発成果
を広く社会で活用する一つのモデ
ルとなることを期待する。
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